
Ｐ５コーナーＰ５コーナー
（株）Ｐ５では、経営計画策定、保険・不動

産等の資産運用、相続対策業務、パソコ

ンの購入及び指導、貴社のホームページ

の作成・ドメインの取得、計算書類の公告

のお手伝いをしております。

帳簿書類の保存期間

会社が作成・受領した帳簿や書類は、

法律によって保存期間が定められてい

ます。

１ 保存期間は「原則7年」、でも、と

きどき「10年」

法人の場合、帳簿書類の保存期間は、

確定申告書の提出期限の翌日から「7年

間」と定められているのが原則です(法

施行規則59①）。

ただし、10年間の保存が必要となる

例外があります。それが、税務上で

「欠損金（赤字）」が生じた事業年度

では、欠損金の繰越控除の特例を受け

るためには、その年度の保存期間が10

年間に延長されています(法57①）。

とはいえ、後から「どの年が赤字で、

どの書類を長く残すべきか」をいちい

ち判断して仕分けるのは非常に煩雑で

す。さらに、会社法(432条)においても

会計帳簿の10年間保存が義務付けられ

ていることから、実務上の混乱を防ぐ

ためにも、最初から、一律10年保存す

るとした方がいいかも知れません。

２ 保存すべき「帳簿」と「書類」

保存の対象となるものは、「帳簿」

と「書類」の2種類です。

まず「帳簿」とは、総勘定元帳や仕

訳帳、現金出納帳、売上帳といった、

日々の経営動きを記録した計算リポー

トのようなものです。一方の「書類」

とは、取引が実際に行われたことを証

明する客観的な証拠となるものです。

決算書や棚卸表をはじめ、注文書、契

約書、領収書、請求書などです。

３ 保存方法のルール（デジタル化へ

の対応）

これまでは、紙で保管するが当たり

前でしたが、現在はデジタルデータで

の保存が法律上、非常に重要視される

時代になりました。

特に注意が必要なのが、メールに添

付されて届いた請求書や、Webサイトか

らダウンロードした領収書などのにつ

いては、データのまま保存することが

法律で完全義務化されています。 一

方で、最初から紙で受け取った領収書

や請求書については、一定の要件を満

たせば、スキャナーやスマートフォン

のカメラで撮影した画像データとして

保存することが認められています。

編集後記 6月に入り梅雨の気配が漂い始めました。昨年は5月22日頃。例

年は6月7日頃ですので、もうすぐ梅雨入りです。食中毒に気をつけてくださ

い。 編集発行 株式会社プランニングファイブ(P5)

Ｐ５ＮＥＷＳ
ＳＨＯＮＡＮ ＴＡＸ ＯＦＦＩＣＥ ＮＯ．440

令和8年6月１日
給付付き税額控除

爽やかな6月という挨拶から始められ

れば良かったのですが、台風6号が接近

中です。また5月から日本を始めヨーロ

ッパでも水辺に真夏の風景が出現し、

高温の記録を塗り替えました。

台風が過ぎ去ったらこちらでも梅雨

(雨期)の季節が、１か月以上続くので

しょうね。

さて、今回は海の向こうアメリカか

ら、にわかには信じがたい驚きのニュ

ースをお届けします。第47代大統領を

めぐる、驚くべき3つの報道です。

① 大統領が規制する業界で、身内が利

益を上げる？

5月下旬の米メディアによると、大統

領の資産を管理するトラスト（信託）

の運用をめぐり、公私の境界線が議論

を呼んでいます。トランプファミリー

は就任直前に暗号資産$TRUMPコインを

発行。就任後に仮想通貨規制が大幅に

緩和されるとコインの価値が急騰し、

関連会社が莫大な利益を得た話など、

ビジネスと政治の距離感が物議を醸し

ています。

② 暴徒を恩赦して「お詫び料」まで払

う？

2021年1月6日、トランプ支持者が連

邦議会に乱入し、警官を含む多数が負

傷した事件。約1,500人が有罪・起訴さ

れましたが、大統領は就任初日に全員

を恩赦しました。

驚くのはその後。大統領は「彼らは

英雄だ」と発言し、補償基金の設立ま

で検討していると示唆。さらに政府は、

すでに支払った賠償金を被告へ「返金

する」方向を検討中とのこと。法的正

義のあり方が揺らいでいます。

③ 被害者が今度は「被告」に

性的ハラスメント逆提訴問題

作家Ｅ・ジーン・キャロル氏への性

的虐待と名誉毀損をめぐる民事裁判で

は、トランプ氏に巨額の賠償金支払い

が命じられ、2025年の控訴審でも支持

されました。ところがトランプ陣営は

その後も逆提訴を行うなど、徹底抗戦

を続けています。

文化や法制度の違いといえばそれま

でですが、あまりに目まぐるしい展開

に、ただただ圧倒されるばかりの今日

この頃です。

HPリンク⇒pdfで作成し

ています。下線部分は

元資料にリンクできま

す。

https://laws.e-gov.go.jp/law/340M50000040012
https://laws.e-gov.go.jp/law/340M50000040012
https://laws.e-gov.go.jp/law/417AC0000000086
https://us02web.zoom.us/j/4705371185?pwd=MUhnc0F5SktlYmhjd0VRdXZIVnFBZz09#success
https://www.whitehousehistory.org/collections/president-biographies
https://www.pbs.org/newshour/show/trump-stock-trades-fuel-accusations-of-corruption-and-profiting-off-presidency
https://www.pbs.org/newshour/show/trump-stock-trades-fuel-accusations-of-corruption-and-profiting-off-presidency
https://www.pbs.org/newshour/politics/ap-report-justice-department-opens-investigation-into-e-jean-carroll-who-successfully-sued-trump-for-sexual-abuse-and-defamation
https://www.shonantax.jp/p5/p5news.html


2026年6月の税務・総務予定

（税務）

＊所得税等の予定納税の納税通知

6月中旬 （1期分納期

令和8年7月1日～7月31日まで）

減額申請は、7月15日(水)まで

＊個人住民税(普通徴収）の納付

（第１期分）条例で定める日

＊固定資産税・都市計画税の第1期

分の納付 通常4月～6月中

(藤沢市・6月1日,東京都・6月30日)

（総務他）

＊令和8年度労働保険の年度更新

6月1日(月)から７月10日(金)まで

COVID-19・Influenza関連のデータは

ホームページ(HP)に掲載しております。

消費税の「食料品0％」と「給付付き

税額控除」のいま

ヨーロッパのVAT(付加価値税）を参

考にして平成元(1989)年に導入された

「消費税」の話を少し。

従来、我が国の消費税は食料品を含

めて一律の税率が適用されてきました

が、年号の変わった令和元年に、10％

の標準税率とともに、食料品や定期購

読の新聞などを対象とした8％の「複数

税率（軽減税率）」が導入されました。

わずか2％の差とはいえ、この複数税率

の導入が現場の管理や事務負担に与え

た影響は小さくありませんでした。

ちなみに海外に目を向けると、一律

25％を貫くデンマークのような例を除

き、ヨーロッパ（EU諸国）の多くは標

準税率が20％を超え、税率が細かく数

段階に分かれているのが一般的です。

たとえばフランスでは、標準税率20％、

外食などの中間税率10％、食料品など

の軽減税率5.5％、さらに医薬品などの

特別軽減税率2.1％といった具合に、生

活必需度に応じて4段階に細分化されて

います。

こうした海外の事例や近年の物価高

対策を見据え、先の衆議院選挙では高

市政権が「食料品の消費税率を2年間限

定でゼロにする」という政治公約を掲

げました。現在はその実施に向けて、

政府内で具体的な制度設計の動きが始

まっています。

しかし、この「一律0％」という案に

は早くも慎重論が出ています。高所得

者が購入する高級食材まで一律に税率

がゼロになるため、本当に支援が必要

な困窮層を助ける仕組みとしては不公

平ではないか、という指摘です。これ

は消費税が持つ「逆進性（所得が低い

人ほど負担感が重くなる性質）」の問

題として、導入当時から形を変えて繰

り返されてきた議論でもあります。

また実務の視点で見れば、税率変更

に伴う売り手側のレジシステム改修や

事務対応をどうするかという現実的な

壁もあります。過去の税率変更時は時

間をかけて経過措置を設けましたが、

現場の本音としては「そう何度もチョ

コチョコ変えてほしくない」というと

ころではないでしょうか。

そこで「食料品0％」に代わる、ある

いはその先にある、より公平で効果的

な仕組みとして注目されているのが

「給付付き税額控除」という制度です。

この仕組みは以前から日本でも議論さ

れてきましたが、手本としていつも取

り上げられるのが、既に導入している

カナダやニュージーランドの制度です。

カナダでは「カナダ就労特典（CWB）

」として、低所得の労働者を対象に実

施されています。単身者で最大約1,60

0ドル（約18万円）、家族世帯で約2,8

00ドル（約32万円）が給付されます。

確定申告を待たずに年3回に分けて現金

を受け取れる「前払い制度」があるこ

とも、生活者をタイムリーに支える大

きな特徴です。

一方のニュージーランドでは「ワー

キング・フォー・ファミリー(WFF)」と

いう支援パッケージが用意されていま

す。中心となる家族税額控除は子ども

がいる世帯への基本給付で、2026年度

の改定でも、第1子に年間約7,500NZド

ル（約70万円）という手厚い設定が維

持されました。

これらに共通しているのは、単なる

消費税の計算システムの話ではなく、

かつてのコロナ禍における持続化給付

金のような「生活困窮者への直接的な

現金支援制度」として機能している点

です。

我が国では、今年2月26日に初会合が

開かれた「社会保障国民会議」の下に

「給付付き税額控除等に関する実務者

会議」が設置され、現在まさに具体的

な制度設計の真っ最中となっています。

当初の想定では、食料品の税率を一

律で下げるのではなく、消費税は一度

みんなから同じように集め、確定申告

などのタイミングで支払ったであろう

消費税分を計算して「まず税金から差

し引く(税額控除)」というステップを

踏む方向でした。そしてこの制度の最

大の特徴は、差し引くべき税金よりも

戻ってくる計算上の金額の方が大きか

った場合、その引ききれなかった差額

を国から現金で「給付」するという点

にあります。

ただ、この仕組みでは確定申告の時

期を待たねばならず、今まさに物価高

に苦しんでいる人に対応できないとい

うタイムラグの問題が残ります。

そこで、先月(5月)27日に開催された

第12回実務者会議では、減税と給付を

複雑に組み合わせるのではなく、早期

かつ円滑な実施を目指して「給付への

一本化」を行う案が示されました。就

労意欲を阻害しないよう、年収に応じ

て給付額を4段階に変動させるなど、所

得に連動したきめ細かな（見方を変え

れば、かなり複雑な）支援を行う方向

で議論が進んでいます。

運営にあたっては国と地方が役割分

担をしながら協力し、自治体側の事務

負担を軽減するための国の対策なども

同時に検討されているようです。

一見シンプルに見える「消費税ゼ

ロ」の公約ですが、蓋を開けてみれば、

所得に応じた支援額を細かく算定する

日本特有の「緻密で複雑な制度」へと

向かい始めています。
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（https://www.shonantax.jp/）

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/koho/campaign/r8/Jul/02.htm
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